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要旨

近年，顧客価値の洗練を図るべく，企業を跨るシステム間の連携への要求は高まるばかりである．その実現のため
には，企業間のビジネス連携のメリットの追求や SOAの考え方に基づいた独立性の高いサービスの切り出しなど，
業務の専門家にとっての論理的な側面を重視した業務分析の指針が必要となる．しかし，業務分析におけるモデル
化やその実現のための要素技術仕様は年々肥大化・複雑化し，業務専門家のみならず情報システムの専門家にとっ
ても仕様を理解し使いこなすのが難しくなってきている．そのため業務フローの作成法も統一されていない．そこ
で，今回は将来の企業システム間連携にスムーズに繋がるシンプルで実践しやすい業務プロセスモデリングのガイ
ドラインを提案し，ガイドラインに副って作成されたモデルの実現に適したアーキテクチャを検討する.

1. はじめに

ビジネスにおける企業間の連携，いわゆるB to B（Business to Business）の取引は，受発注取引をはじ

めとして，古くから行われてきた（図 1）が，近年は顧客価値の洗練や多様化を図るために，より緊密・

迅速・柔軟な連携が求められるようになってきた[1]．この傾向は，複数の企業からの関係者による企業

間のビジネス連携のメリットの追求や SOA の考え方に基づいた独立性の高いサービスの切り出しなど，

論理的な側面をより重視した業務分析の実施が求められるようになってきたことを意味する．

図 1 企業を跨るシステム間連携のイメージ

複数の企業におけるそれぞれの業務プロセスを可視化したものを持ち寄って，よりよい連携のための

業務を検討する必要がある．また，検討結果についても複数企業からの経営者や業務分析者の間で合意

形成が行われなければならない．けれども，例えば，同じ企業の同じ業務（例えば，受注業務）を対象

として 10 人の業務分析者に業務フローを描かせたとすると，10 種の異なった業務フローが作成される

可能性がある．まず，ビジネスのどこからどこまでを１枚の業務フローに描くのかの範囲が分析者によ

って異なる．ある者は受注から出荷までを対象に描くが，ある者は受注から売上計上までを対象にする

かも知れない．さらに，業務フロー上に配置される個々の作業の粒度が異なる．一般的に，手続き型の

プログラミングに精通した者ほど詳細な作業を切り出す傾向がある．これは UML や BPMN 等で表記法

が規定されていたとしても，仕様が複雑すぎて利用しにくかったり，仕様を理解したとしても表記すべ

き内容までは規定されていないことが原因である．このような状況では複数企業からの関係者間で業務

プロセス間の連携について議論し，合意形成を行うことが難しくなる．

そこで，本稿では，まず，経営者や業務専門家にとっても理解しやすいと考えられるシンプルな業務

分析のためのガイドラインを提案し，つぎに，そのガイドラインに従って作成された成果物を実現する

のに適したアーキテクチャを検討する．
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2. ガイドラインとアーキテクチャ
企業を跨る情報システム間の連携を実現しようとするならば，業務分析段階からの準備が必要である．

本稿では，ビジネスプロセスモデリングを対象としたガイドラインについての提案を行う．

2.1. ビジネスプロセス識別のガイドライン
企業の活動はすべて，企業の外部要素である，ビジネスアクター（典型的には「お客様」）からのイベ

ントを契機として（典型的には，「注文」）によって，受動的に起動され，ビジネスワーカ（典型的には，

「営業担当者」）によって遂行される１つ以上の「作業」の集合と捉えることができる．これを「ビジネ

スプロセス」と呼ぶことにする[2]．本ガイドラインでは，１つのビジネスプロセスは，当該プロセス起

動の契機となったイベントに対する一定の応答を，イベントの発信元であるビジネスアクターに返却す

ることによって完了すること[3]を要求する．なお，イベントはビジネスワーカによる先行する行為なし

で認識可能な状況でなければならない[4]. 
 

2.2. 作業識別のガイドライン
また，「作業」を，単一のビジネスワーカによって実施される，インプットとアウトプット（典型的に

は，「伝票」の記入や「台帳」への追記・更新）が明確な仕事と定義する[4]．ビジネスワーカとはビジ

ネスアクターと異なり企業の内側の存在である．１つの作業は，当該作業開始の契機となったインプッ

トの受け取りを契機として，所定のアウトプットを後続の作業に提出することによって完結するものと

する．先行する作業のアウトプットが，後続する作業のインプットなり，それは取りも直さず後続する

作業が起動されるためのイベントでもある．図 2 はこれらの概念間の関係を UML クラス図で表現した

ものである．

図 2 本ガイドラインにおけるイベント，ビジネスプロセス，作業の関係

2.3. 業務フロー作成のガイドライン
本ガイドラインではビジネスプロセスと 1 対 1 で業務フローを作成するものとし，その際の留意点は

次の２点である．一点目は，作業の前後には，必ず当該作業のインプットおよびアウトプットとなるエ

ンティティ（具体的には伝票や台帳）をオブジェクトノードとして表記することである．ただし，エン

ティティであっても当該作業にとって参照のみに用いるエンティティは表記しない．なぜならば，当該

プロセスにおいて参照のみに用いるエンティティのライフサイクル責任は他のビジネスプロセスにある

と考えられるためである．二点目は，条件分岐や繰り返しを表記しないことである．それらを表記しな
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ければならない事態が生じるのは大抵は作業の粒度が細かすぎることが原因である．これらは，業務フ

ローを過度に複雑にせず，作業の粒度と完結性を適切に保つために重要なポイントであると考える．

2.4. ガイドライン適用の具体例
簡単な例として，ある卸売業者Ａ社を考える．Ａ社はお客様からの注文を受けて，お客様に商品を出

荷している．注文が舞い込むことが「ビジネスイベント」で，商品を出荷することが，それに対応する

応答である（図 3）．

図 3 卸売業者Ａ社のビジネスプロセスの１例

注文を受けることが契機で，出荷が応答であるため，この業務プロセスを「受注-出荷プロセス」と命

名することにする．次に，「受注-出荷プロセス」の中味を考える．このプロセスは，ビジネスワーカで

ある営業担当者と在庫管理者の作業の連携で実現されるものとする．図 4 はこの様子を UML アクティ

ビティ図で表現したものである．

図 4 業務フローの例（左側のフローは作業の切り出しが明確でない）

図 4 の左側のフローは本ガイドラインに従っていない例で，作業の入出力が明確になっていない．右

側は本ガイドラインに則った例で作業の入出力が明確な例である．上述の通り，作業の前後に当該作業

のインプットとアウトプットを必ず表記しつつ，オブジェクトノードには，その状態をかぎ括弧の中に

表記している．このことによって作業には必ずインプットとアウトプットがあり，それはインプットを

アウトプットの状態に進捗させるためのものであることが明確になる[5]上，インプット-作業-アウトプ

ットから成るセットを作業ユニットと定義すれば，どの作業ユニットも簡単に業務フローから取り出し

たり，組込んだりを柔軟に行うことができるようになる．
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2.5. 実現アーキテクチャとの関係
以上見てきたように本提案のガイドラインに従えば，業務分析の段階ですでに完結した独立性の高い

ビジネスプロセスおよびそれを構成する作業ユニットを自然に切り出すことができる．

さて，ビジネスプロセス全体およびそれを実現する業務フロー上の作業については，コンピュータ処

理に適したものと，手作業によらざるを得ないものが混在している．コンピュータタスク化することに

適したものについては，さらにタスクの公開を検討する必要がある．この場合，連携先の企業に提供す

べきビジネスプロセスや公開すべき作業については，メールボックスなどに代表されるメッセージキュ

ーを介した非同期のプロセス間通信を行うタスクとして統一的に実装するのがよい．なぜならば，メッ

セージキューにイベントに付随するデータが到着したことを契機として，タスクの実行が開始され，必

要な処理が，連携先のタスクが監視しているメッセージキューにデータを書き出すことで完了する形に

統一することで，再利用性と独立性の高い完結したサービスを実装できるからである（図 5）．

図 5 メッセージキューを介した業務システム間連携のイメージ

3. 効果と展望
3.1. 本提案により期待される効果

業務プロセスをモデリングする際に本提案のガイドラインに従うと，大きく３つのメリットが考えら

れる．１つは，ビジネスモデルの検討がやりやすくなることである．ビジネスアクターのタイプを考え

ることにより，その企業にとっての顧客セグメントが見えてくる．また，顧客セグメントが明らかにな

ると，そこから発せられるイベントが想定しやすい．結果，その企業が提供すべきサービスが明らかに

なる．２つ目は，ビジネスプロセスや作業の粒度の問題から属人性を排除することができることである．

ビジネスプロセスの境界が明確になり，1 枚の業務フローの範囲が確定するため，複数の分析者による

分担作業も計画しやすくなる．３つ目は，個々のビジネスプロセスもさることながら，業務プロセス上

に配置される作業が完結したものとなり，後にWeb サービス化を行う場合にも大抵はそのままの粒度で

サービス化を検討できることである．

3.2. 今後の課題と展望
業務分析の手法として本稿が提案するガイドラインを普及させるためには，具体的なサンプルを豊富

に掲載した手引書が必要であると同時に，イベントに付随し，プロセス間で授受されるエンティティの

モデリングガイドラインも必要となる．これらのテーマに対して今後も継続的に取り組んで行きたい．
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